
【総務部】

◎　一　般　会　計 〔単位：千円〕

詳細説明

1 職員厚生課 退職手当 64,568 2,310,073 職員の退職手当の支給に要する経費
1　人事委員会勧告に基づき、職員給与（退職手当）を
改定する。

2 財政課 給与等特別措置費 1,165,215 4,553,191 一般職員の昇給や事業費支弁職員の給与等の不足額に要する経費
1　人事委員会勧告に基づき、職員給与（退職手当を除
く）を改定する。
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【企画振興部】

◎　一　般　会　計 〔単位：千円〕

詳細説明

1 総合政策課
職員経費
（一般管理費）

243 716,373 企画振興部の職員に係る給与等の経費
1　特別職（知事、副知事）の期末手当支給割合を引き
上げる。

令和７年度１２月補正予算（案）の部局別事業一覧
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【保健福祉部】

◎　一　般　会　計 〔単位：千円〕

詳細説明

1 薬務衛生課
水中微量成分分析
機器整備事業費

21,751
県内水道水の安全性を確認及び担保するため、衛生環境研究所に必要
な機器を整備する。

1　整備内容：全有機炭素分析計、ガスクロマトグラフ質
量分析計、電動ビュレット
2　負担区分：国10/10

令和７年度１２月補正予算（案）の部局別事業一覧
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【経済労働部】

◎　一　般　会　計 〔単位：千円〕

詳細説明

1 労政雇用課
産業技術専門校高
度機器整備事業費

8,426 46,410
企業が求める産業人材を育成するため、産業技術専門校の訓練機器を
整備する。

1　整備内容：液晶ディスプレイ5台、カラーマッチングシ
ステム一式
2　負担区分：国10/10

2 産業創出課
産業技術研究所試
験研究機器整備事
業費

12,892 14,330
中小企業の製品開発力向上等を支援するため、産業技術研究所の機器
を整備する。

1　整備内容：粒子電荷計、ドライフォグ加湿器用逆浸透
膜純水器、電動デジタルロックウェル硬度計、 吸光マイ
クロプレートリーダー
2　負担区分：国10/10

令和７年度１２月補正予算（案）の部局別事業一覧
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【農林水産部】

◎　一　般　会　計 〔単位：千円〕

詳細説明

1 農産園芸課
農業試験分析機器
等整備費

3,786 42,570
高品質で安定した農産物生産を図るため、試験研究や成果普及に必要
な機器を整備する。

1　整備内容：農業用ドローン、製氷機
2　負担区分：国10/10

2 畜産課
家畜衛生施設整備
事業費

2,365 2,108
家畜防疫体制の強化を図るため、鳥インフルエンザや豚熱及びアフリカ
豚熱等に係るPCR検査の前処理時等に必要な機器を整備する。

1　整備内容：多項目自動血球計数装置（動物用）
2　負担区分：国10/10

3 畜産課
畜産研究センター施
設機器整備事業費

9,635 3,311
畜産農家の経営安定を図るため、飼料コスト低減技術の開発等に必要な
機器を整備する。

1　整備内容：クリープメータ、倒立顕微鏡システム、マイ
クロプレートリーダ
2　負担区分：国10/10

4 水産課
水産試験分析機器
等整備費

8,847 7,447
水産業の近代化及び活性化や関連技術の振興を図るため、飼料開発や
種苗生産等に必要な機器を整備する。

1　整備内容：非接触魚体測定装置、紫外線流水式殺
菌装置、高圧蒸気滅菌器、クリーンベンチ
2　負担区分：国10/10

令和７年度１２月補正予算（案）の部局別事業一覧
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（債務負担行為補正）

期間（補正前）

5 漁政課
漁業経営維持安定
資金利子補給

貸付金総額25,000千円を
限度として、年1.25パーセ
ント以内の利率により算定
した額

漁業経営維持安定資金貸付に対する利子補給を行うため、債務負担行
為を設定する。

令和7年度から令和17年度まで

令和７年度１２月補正予算（案）の部局別事業一覧

事業概要番号新規 課名 事業名
限度額

（補正前の額）

6



【議会事務局】

◎　一　般　会　計 〔単位：千円〕

詳細説明

1 総務課 議員給与費 2,817 710,948 議員に係る報酬等の経費
1　特別職（県議会議員）の期末手当支給割合を引き上
げる。

2 総務課 特別委員会費 3 9,862 特別委員会の運営に要する経費
1　特別職（特別委員会の委員長加算分）の期末手当支
給割合を引き上げる。

令和７年度１２月補正予算（案）の部局別事業一覧

番号新規 課名 事業名 補正予算額 既定予算額 事業概要
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【監査事務局】

◎　一　般　会　計 〔単位：千円〕

詳細説明

1 職員経費 43 138,541 監査委員に係る報酬及び監査事務局の職員に係る給与等の経費
1　特別職（監査委員）の期末手当支給割合を引き上げ
る。

令和７年度１２月補正予算（案）の部局別事業一覧

番号新規 課名 事業名 補正予算額 既定予算額 事業概要
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【警察本部】

◎　一　般　会　計 〔単位：千円〕

詳細説明

1 警務課 職員経費 789,161 25,813,762 警察職員に係る給与等の経費
1　人事委員会勧告に基づき、職員給与（退職手当を除
く）を改定する。

2 警務課 退職手当 32,480 1,155,795 警察職員の退職手当の支給に要する経費
1　人事委員会勧告に基づき、職員給与（退職手当）を
改定する。

令和７年度１２月補正予算（案）の部局別事業一覧
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【教育委員会】

◎　一　般　会　計 〔単位：千円〕

詳細説明

1 教育総務課
職員経費
(教育委員会費)

64 1,521,463 教育委員会事務局等の職員に係る給与等の経費 1　特別職（教育長）の期末手当支給割合を引き上げる。

2 教育総務課
事務局職員退職手
当

3,568 134,281 教育委員会事務局職員の退職手当の支給に要する経費
1　人事委員会勧告に基づき、職員給与（退職手当）を
改定する。

3 義務教育課
職員経費
(小学校費)

1,240,581 40,884,199 小学校の教職員に係る給与等の経費

1　人事委員会勧告に基づき、職員給与（退職手当を除
く）を改定する。
2　給特法等の改正に基づき、職員給与（退職手当を除
く）を改定する。

4 義務教育課
職員経費
(中学校費)

743,088 24,576,406 中学校の教職員に係る給与等の経費

1　人事委員会勧告に基づき、職員給与（退職手当を除
く）を改定する。
2　給特法等の改正に基づき、職員給与（退職手当を除
く）を改定する。

5 義務教育課
小学校教職員退職
手当

101,625 2,681,113 小学校教職員の退職手当の支給に要する経費

1　人事委員会勧告に基づき、職員給与（退職手当）を
改定する。
2　給特法等の改正に基づき、職員給与（退職手当）を
改定する。

6 義務教育課
中学校教職員退職
手当

59,373 1,554,294 中学校教職員の退職手当の支給に要する経費

1　人事委員会勧告に基づき、職員給与（退職手当）を
改定する。
2　給特法等の改正に基づき、職員給与（退職手当）を
改定する。

7 高校教育課
職員経費
(高等学校管理費)

795,731 24,507,459 高等学校及び中等教育学校の教職員に係る給与等の経費

1　人事委員会勧告に基づき、職員給与（退職手当を除
く）を改定する。
2　給特法等の改正に基づき、職員給与（退職手当を除
く）を改定する。

8 高校教育課
職員経費
(特別支援学校費)

285,582 9,113,865 特別支援学校の教職員に係る給与等の経費

1　人事委員会勧告に基づき、職員給与（退職手当を除
く）を改定する。
2　給特法等の改正に基づき、職員給与（退職手当を除
く）を改定する。

9 高校教育課
高等学校教職員退
職手当

29,791 770,019 高等学校及び中等教育学校教職員の退職手当の支給に要する経費

1　人事委員会勧告に基づき、職員給与（退職手当）を
改定する。
2　給特法等の改正に基づき、職員給与（退職手当）を
改定する。

10 高校教育課
特別支援学校教職
員退職手当

15,768 403,931 特別支援学校教職員の退職手当の支給に要する経費

1　人事委員会勧告に基づき、職員給与（退職手当）を
改定する。
2　給特法等の改正に基づき、職員給与（退職手当）を
改定する。

令和７年度１２月補正予算（案）の部局別事業一覧
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【教育委員会】

◎　一　般　会　計 〔単位：千円〕

詳細説明
番号新規 課名 事業名 補正予算額 既定予算額 事業概要

11
特別支援教

育課
特別支援学校教育
設備整備事業費

1,178 70,312
特別支援学校の児童生徒の学習環境を整えるため、必要な機器を整備
する。

1　整備内容：電子温灸器1台・据置型拡大読書器2台・
拡大読書器1台の更新、携帯型OCRマルチプレーヤー2
台の整備
2　負担区分：国10/10
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【公営企業管理局】

◎　電気事業会計

＜収益的支出＞ 〔単位：千円〕

詳細説明

1 総務課 営業費用 18,291 2,776,127 電気事業の運営に要する職員給与や修繕等の経費
1　公営企業管理者の期末手当支給割合を引き上げる。
2　人事委員会勧告に基づき、職員給与を改定する。

◎　工業用水道事業会計

＜収益的支出＞ 〔単位：千円〕

詳細説明

1 総務課 営業費用 6,207 888,345 工業用水道事業の運営に要する職員給与や修繕等の経費 1　人事委員会勧告に基づき、職員給与を改定する。

◎　病院事業会計

＜収益的支出＞ 〔単位：千円〕

詳細説明

1 総務課 医業費用 924,334 58,004,736 病院事業の運営に要する職員給与や医療材料費等の経費 1　人事委員会勧告に基づき、職員給与を改定する。

＜資本的支出＞ 〔単位：千円〕

詳細説明

1 総務課 病院設備費 1,766 2,816,536 県立病院の建設改良工事及び医療機器整備等の経費
1　人事委員会勧告に基づき、建設改良工事に要する
職員給与を改定する。

既定予算額 事業概要
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